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平成 28年度（第 7期）事業報告書 

 

 平成 29年 4月 

公益財団法人 村田学術振興財団 

理 事 長  村 田 恒 夫  

 

１．事業の概要 

「研究助成事業」、「研究会助成事業」並びに「研究者の海外派遣援助事業」の研究助成事業を行う

と同時に、研究成果報告のまとめを年報として発刊すると共に、ホームページにも掲載しました。 

 

 

 （１）研究助成等 

本年度（平成 28年 4月 1日より平成 29年 3月 31日まで）は、当財団の目的とするわが国の学

術及び文化の向上発展に寄与するため、定款第 4条に基づく事業のうち、 

① エレクトロニクスを中心とする自然科学の研究及び国際化にともなう法律、経済、社会、

文化等に係る諸問題に関する人文・社会科学の研究に対する助成。 

② 自然科学及び人文･社会科学研究者の海外派遣、受け入れ等、学術の国際交流に対する援助。 

③ 自然科学及び人文･社会科学の研究団体及び研究集会に対する助成。 

等の分野について助成･援助を実施するため、国・公・私立大学、研究所 及び 学協会などの機関

349部局に募集要項を発送しました。 

 

その結果、研究助成については 589件（自然科学系 450件、人文社会科学系 139件）、研究会助

成 51 件（自然科学系 44 件、人文社会科学系 7 件）、研究者の海外派遣援助 172 件（自然科学系

121件、人文社会科学系 51件）合計 812件の応募を受付しました。 

 

選考については まず各選考委員による個別審査を行い、その審査結果を持ち寄って選考委員会

を開催し 審議を加え 研究助成、研究会助成 及び 研究者海外派遣援助等の各候補者の選定を行

ない、理事会の議を経て 評議員会において更に審議を重ね、助成・援助の対象を次のとおり決定

実施しました。 
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単位（件：千円） 

項目 応募件数 
決定 

件数 金額 

 
自然科学系 450 94 176,000 

人文・社会科学系 139 25 38,000 

研究助成 計 589 119 214,000 

 
自然科学系 44 32 21,000 

人文・社会科学系 7 6 3,000 

研究会助成 計 51 38 24,000 

 
自然科学系 121 76 15,840 

人文・社会科学系 51 22 5,700 

研究者海外派遣援助 計 172 98 21,540 

 
自然科学系 615 202 212,840 

人文・社会科学系 197 53 46,700 

合計 812 255 259,540 

     辞退  海外              2     460 

                         

 

（２） 研究助成金贈呈式 及び 懇親会 

 

開催年月日 場   所 備   考 

平成 28年 7月 22日 

（贈呈式） 

ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝｳﾞｨｱ京都 

（講演会並びに懇親会） 

ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝｳﾞｨｱ京都 

（助成対象者） 111 名 

（出席人員）   139名 

 

 

（３） 年報 発刊 

 

発 刊 日 名   称 内  容 部 数 

平成 28年 6月 

平成 28年 12月 

ANNUAL REPORT OF  

THE MURATA  SCIENCE 

FOUNDATION  

NO.30 2016.6 

NO.30 2016.12 

事業内容、 

助成金交付先、 

研究成果報告 

1,300部 
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２．処務の概要 

 （１）理事・監事に関する事項（平成 29年 3月 31日現在） 

理事定数  7名以上 14名以内 現在 13名 任期 2年 

監事定数  2名以内   現在  2名 任期 2年 

 

役職 氏名 
勤務 

形態 

就任 

年月日 

重任 

年月日 
職務 

理事長 村田 恒夫 
非 

常勤 
平成 19年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 ㈱村田製作所 代表取締役社長 

専務理

事 
藤田 能孝 〃 平成 26年 6月 6日 平成 28年 6月 3日 ㈱村田製作所 代表取締役副社長 

理事 相澤 益男 〃 平成 24年 6月 15日 平成 28年 6月 3日 

科学技術振興機構 顧問、 

東京工業大学 元学長、 

東京工業大学 名誉教授 

理事 尾池 和夫 〃 平成 21年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 
京都造形芸術大学 学長 

京都大学 元総長、京都大学 名誉教授 

理事 河田 悌一 〃 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 
日本私立学校振興・共済事業団 理事長、

関西大学 元学長 

理事 岸本 忠三 〃 平成 19年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 
大阪大学 免疫学ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰ教授、 

大阪大学 元総長、大阪大学 名誉教授 

理事 佐和 隆光 〃 平成 21年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 滋賀大学 前学長、京都大学 名誉教授 

理事 平野 眞一 〃 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 
上海交通大学 致遠講席教授、 

名古屋大学 元総長、名古屋大学名誉教授 

理事 松本 紘 〃 平成 28年 6月 3日 － 
理化学研究所 理事長 

京都大学 前総長、京都大学名誉教授 

理事 南 努 〃 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 
大阪府立大学 元学長、 

大阪府立大学 名誉教授 

理事 鷲田 清一 〃 平成 26年 6月 6日 平成 28年 6月 3日 
京都市立芸術大学 理事長・学長  

大阪大学 元総長、大阪大学名誉教授 

理事 荒井 晴市 〃 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 ㈱村田製作所 元常任顧問 

理事 坂部 行雄 〃 平成 21年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 ㈱村田製作所 元取締役専務執行役員 

監事 安藤 泰蔵 〃 平成 24年 6月 15日 平成 28年 6月 3日 
有限責任監査法人トーマツ パートナー、

公認会計士 

監事 川下 清 〃 平成 15年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 梅田総合法律事務所 弁護士 

 

 



4 

 

（２）評議員に関する事項（平成 29年 3月 31日現在） 

定数 10名以上 20名以内 現在 17名 任期 4年 

 

氏名 就任年月日 重任年月日 職    名 

小佐野 広 平成 22年 12月 1日 平成 26年 6月 6日 京都大学経済研究所 教授 

川口 清史 平成 22年 12月 1日 平成 26年 6月 6日 立命館 顧問、立命館 前総長 

楠見 晴重 平成 23年 3月 4日 平成 26年 6月 6日 
関西大学 環境都市工学部 理工学研究科 

教授・法人理事、関西大学 前学長 

里見 進 平成 26年 6月 6日 － 東北大学 学長 

鈴木 伸弥 平成 26年 6月 6日 － 明治安田生命保険相互会社 会長 

鶴見 敬章 平成 28年 6月 3日 － 東京工業大学 物質理工学院 教授 

濵口 道成 平成 23年 3月 4日 平成 26年 6月 6日 
科学技術振興機構 理事長 

名古屋大学 前総長 

平尾 一之 平成 26年 6月 6日 － 
京都大学ﾅﾉﾃｸﾛﾉﾛｼﾞｰﾊﾌﾞ拠点 拠点長 

京都大学大学院工学研究科 教授 

平野 俊夫 平成 26年 6月 6日 － 
量子科学技術研究開発機構 理事長、大阪大学 

前総長、大阪大学 名誉教授 

福田 秀樹 平成 22年 12月 1日 平成 26年 6月 6日 
大学改革支援・学位授与機構 機構長、神戸大

学 前学長、神戸大学 名誉教授 

村田 治 平成 26年 6月 6日 － 関西学院大学 学長 

村田 晃嗣 平成 26年 6月 6日 － 
同志社大学 法学部法学研究科 教授、同志社

大学 前学長 

吉川 郁夫 平成 22年 12月 1日 平成 26年 6月 6日 
関西学院大学専門職大学院 

経営戦略研究科 客員教授、公認会計士 

石川 容平 平成 22年 12月 1日 平成 26年 6月 6日 
京都大学 特任教授、 

㈱村田製作所 元ｼﾆｱﾌｪﾛｰ 

家木 英治 平成 22年 12月 1日 平成 26年 6月 6日 ㈱村田製作所 元常任顧問 

岩坪 浩 平成 28年 6月 3日 － 
㈱村田製作所 取締役 常務執行役員 

技術・事業開発本部 本部長 

牧野 孝次 平成 26年 6月 6日 － ㈱村田製作所 常任顧問 
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（３）選考委員に関する事項（平成 29年 3月 31日現在） 

定数 10名以上 20名以内 現在 18名 任期 2年 

氏名 就任年月日 重任年月日 職    名 

荒川 泰彦 平成 19年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 
東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究

機構 機構長 

磯村 保 平成 19年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 早稲田大学大学院法務研究科 教授 

河合 壮 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 
奈良先端科学技術大学院大学  

物質創成科学研究科 教授 

柴田 章久 平成 21年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 京都大学 経済研究所 教授 

辰巳砂 昌弘 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 大阪府立大学大学院工学研究科 教授 

田中 勝久 平成 26年 6月 6日 平成 28年 6月 3日 京都大学大学院工学研究科 教授 

長 康雄 平成 26年 6月 6日 平成 28年 6月 3日 東北大学電気通信研究所 教授 

寺崎 一郎 平成 26年 6月 6日 平成 28年 6月 3日 名古屋大学大学院理学研究科 教授 

舟窪 浩 平成 28年 6月 3日 － 東京工業大学 物質理工学院 材料系 教授 

町田 憲一 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 大阪大学大学院工学研究科 教授 

渡部 行男 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 九州大学理学研究院 教授 

渡辺 好章 平成 19年 4月 1日 平成 28年 6月 3日 同志社大学 生命医科学部 医情報学科 教授 

安藤 陽 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 
㈱村田製作所 技術・事業開発本部  

新規技術ｾﾝﾀｰ ｼﾆｱﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙﾘｻｰﾁｬｰ 

安藤 正道 平成 28年 6月 3日 平成 28年 6月 3日 
㈱村田製作所 新規事業統括部新規商品事業部

有機機能デバイス商品部 部長 

岡田 剛和 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 ㈱村田製作所 常勤顧問 

鴻池 健弘 平成 23年 3月 4日 平成 28年 6月 3日 
㈱村田製作所 執行役員、 技術･事業開発本部  

新規技術ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 

高田 隆裕 平成 28年 6月 3日 － 
㈱村田製作所 技術・事業開発本部 

新規技術ｾﾝﾀｰ 革新技術開発部 部長 

宮本 隆二 平成 26年 6月 6日 平成 28年 6月 3日 
㈱村田製作所 執行役員  

管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ 統括部長 
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（４）職員に関する事項 

区 分 人 数 氏 名 備    考 

事務局 １名 高木 清 (株)村田製作所 社員 

 

 （５）会議に関する事項 

① 理事会 

 

開催年月日 場  所 議    案 結 果 

平成 28年 5月 20日 書面 

１.定時評議員会を開催する件 原案可決 

２.平成 27 年度事業報告及び財務諸表等の承

認の件 
原案可決 

平成 28年 6月 3日 

（第 12回） 
京大和 

１.株式会社村田製作所 第 80 回定時株主総

会における株主議決権行使の件 
未採択 

２. 選考委員の任期満了に伴う改選について 原案可決 

３．平成 28年度研究助成・研究会助成並びに

研究者海外派遣援助 決定の件 
原案可決 

平成 28年 6月 13日 書面 
１．株式会社村田製作所 第 80 回定時株主総

会における株主議決権行使の件 
原案可決 

平成 29年 3月 3日 

（第 13回） 

 

ﾎﾃﾙｸﾞﾗ

ﾝｳﾞｨｱ

京都 

１.平成 29 年度事業計画及び収支予算案の承

認の件  
原案可決 

２.平成 29 年度研究助成等募集要項の承認の

件 
原案可決 

 

② 評議員会 

 

開催年月日 場  所 議    案 結 果 

平成 28年 6 月 3日 

（第 6回） 
京大和 

１.定款の変更について  未採択 

２.平成 27 年度事業報告及び財務諸表等 承

認の件 
原案可決 

３．理事・監事の任期満了に伴う改選につい

て 
原案可決 

４.評議員の改選について  原案可決 

５．平成 28年度研究助成・研究会助成並びに

研究者海外派遣援助 決定の件 
原案可決 

平成 28年 6 月 15日 書面 １．定款を変更する件 原案可決 
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③  選考委員会 

開催年月日 場  所 議    案 結 果 

平成 28年 6月 3日 

（第 6回） 
京大和 

平成 28 年度 研究助成・研究会助成並びに研

究者海外派遣援助候補者の選考 
原案可決 

 

 

 

 

（６）寄付金に関する事項 

（単位：円） 

寄付年月日 寄付者 目 的 区分 金 額 

平成 29年 3月 28日 ㈱村田製作所 基本財産 預金 300,000,000 

合 計 300,000,000 

 

 

 

（７）内閣府 公益法人行政担当への届出 

届出年月日 届  出  内  容 

平成 28年 5月 20日 平成 27年度 事業報告書の提出 

平成 28年 8月 9日 定款の変更 

平成 29年 3月 17日 平成 29年度 事業計画書等の提出 

平成 29年 3月 21日 事業内容の変更（海外での研究助成の開始） 
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 ＜附属明細書＞ 

 

平成２８年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第３項に規定

する附属明細書に記載するべき事業報告の内容を補足する重要な事項がありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 


